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 本論文においては，ウィーン体制下のヨーロッパを戦争の危機にさらした 1830年 8月 25
日に始まるベルギー独立問題へのロシア皇帝ニコライ一世の政策を取り上げることで、ロ
シアがウィーン体制を維持するためにどのような貢献を果たしたのか、未刊行・刊行済み一
次史料に加えて、国際政治学の研究で発展してきた、勢力均衡やヨーロッパ協調の規範に関
する知見を大いに活用することで分析した。 
 その結果ロシアは、1830 年のフランス 7 月革命が勃発した後で、最大の脅威となったフ
ランスに対抗するために、イギリスとの協力を維持するという勢力均衡の原理に基づいて
行動していたことが明らかになった。ベルギー独立問題が発生した時点でロシアの計画し
た軍事介入では、全面戦争を避けることを目的として、フランスを抑止するためにイギリス
との協力を得ることがロシアの目的となった。また、イギリス国内の政権交代によって、協
力を見込んでいた保守のトーリーから自由主義のホイッグが政権を担うことになった際に
も、後者がフランスに対して毅然とした態度を示したことから、対仏抑止のための協力が可
能になるとロシアは認識した。ベルギー独立問題で示された対仏抑止のための露英協調と
いう可能性は、その後のロシアの基本方針を提供した。こうしたイギリスとの協調に基づく
対仏抑止は、ロシアが勢力均衡の原理に基づいて、ベルギー独立問題において行動していた
ことを示しており、特にフランスの勢力拡大につながりかねない事態において、ロシアはヨ
ーロッパ協調よりも、勢力均衡を重視して行動していた。 
 それでは、ロシアは規範を重視していなかったのかといわれると、そうではない。ロシア
は、軍事介入において勢力均衡だけでなく、5大国間の会議を通じた共通行動という規範を
重視しており、またフランスの威信や利益にも配慮して、介入の計画を立てていた。しかし
ながら、フランスが自らの勢力拡大のために引き起こしたような問題に対しては、規範では
なく勢力均衡の原理に基づいて対応しようとしていた。時に規範を意識したような態度を
示すこともあったが、これは自らの行動を正当化するために、規範を持ち出したという側面
が強いものであった。1831 年の危機におけるフランスに対する政策を見ていくと，規範の
中で最も重要都されていた，5大国の一致であっても，ロシアにとっては，フランスが四国
同盟の圧力に屈した結果生じるものであり，最初からそれを目指して，ロシアの政策が形成
されたわけではなかったといえる。 
 ロシアは，ベルギー独立問題を通じて，一貫してウィーン体制におけるもう 1つの覇権国
であるイギリスとの協調を通じて問題を解決しようとする姿勢を示していた。とくにイギ
リスで自由主義政権が誕生した後においても，イギリスとフランスの接近を妨害しようと
した。軍事介入，ロンドン会議における会議外交，オランダに有利な決着のために，ロシア
政府とロンドン会議のロシア全権代表は，イギリスの協力を確保しようとした。7月革命後
のフランスに勢力拡大の誘因が存在する中で，現状維持国ロシアは，四国同盟による潜在的
覇権国であるフランスへの対抗のために対仏バランシング連合の形成を目指してイギリス
に接近した。ロシアは，勢力均衡の原理に基づく対仏バランシングによって，フランスの勢
力拡大を防ぐことで，1815 年の領土議定書に基づくヨーロッパの現状を維持しようとした
といえる。そして，対英協調によって，フランスの勢力拡大を阻止したという成功体験が，
フランスの勢力拡大を示唆することで，イギリスに接近するというパターンを導き，その後
のロシアの外交政策に強い影響力を及ぼしたことが示唆される。 
ベルギー独立問題におけるロシアの政策は，フランスの勢力拡大を阻止するために，イギ
リスに接近する勢力均衡の原則に基づきつつ，ロンドン会議やヨーロッパ諸国に対して，自
らの行動を規範によって正当化しようとするものであった。このことは，ウィーン会議から
15 年後のロシアの外交当局者の中で，フランスに対抗するための勢力均衡原則が強く意識
されており，対仏抑止のために，規範よりも勢力均衡がその行動を規定していたことを示す。  
ロシアは，勢力均衡の原則に基づく対英接近を通じて，1830 年以降のベルギー独立問題
をめぐるヨーロッパの安定を維持しようとした。そして，自らとヨーロッパ全土の安全にと
って，最も危険であると見なすフランスをイギリスとともに抑止できたことは，この後のロ
シアにとっての指針となった。 
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 本論文は、ナポレオン戦争後のヨーロッパでイギリス、フランス、プロイセン、オーストリア、ロ
シアの五大国が中心となり、長期間、大規模な戦争を回避できた国際的システム、いわゆるウィーン
体制の中で、その主要メンバーたるロシアの外交に焦点をあてて分析したものである。ウィーン体制
の平和維持要因を究明すべく、現在に至るまで歴史学者ばかりでなく国際政治学者も研究を蓄積して
きたが、序章では①勢力均衡説、②国際会議の頻繁な開催により紛争の平和的解決を図る五大国間の
協調的な規範確立説を、有力な理論として取り上げ、多数の先行研究を紹介している。そしてそれぞ
れ長短のある国際政治学と歴史学者の伝統的な研究アプローチを越えて、両者の利点を統合する中理
論の構築を目標として設定する。特にニコライ一世時代（1825－1855年）のロシアの外交政策に関し
ては、イデオロギーに偏重しすぎた研究史を批判し、一次史料に基づいてロシア外交の実態を明らか
にする課題を設定し、本論で用いた一次史料の特徴を解説している。第一章では初めてウィーン体制
の現状変更をもたらすことになったオランダからのベルギー独立問題（1830年 8月勃発）に対するロ
シア外交の特徴を分析している。ベルギーは 1831 年 1 月に五大国から独立を認められるが、フラン
スにおける七月革命、ロシア国内のポーランド蜂起、英国におけるトーリーからホイッグへの政権交
代などの 1830 年の事象を背景に、当初軍事介入に積極的であったロシアが介入を断念し、五大国が
集まるロンドン会議に参加することで他の大国と協調して行動することを優先するようになった過
程を皇帝、外相、外交官らの生のやり取りを引用しながら詳述している。第二章では、特にホイッグ
のグレイ政権誕生で、革命の震源地たるフランスとの接近をロシアが懸念した英国との関係に焦点が
当てられる。ベルギー国王選出の過程での軋轢、オランダに対する英仏両軍の共同軍事行動等、その
懸念を裏付けるような英国の行動はあったものの、基本的には対仏警戒を共有する点で英国との協力
は可能だとロシアは認識していたこと、この対英認識はその後の東方問題を考察する際にも適用しう
ると結論づけている。第三章では、七月革命を契機に悪化したロシアの対仏関係に焦点があてられる。
駐仏大使と本国のやり取りを中心に、フランスの軍事行動を抑止するメカニズムがうまく働いていた
様子をまとめた。最後に終章で本論全体を総括している。 
本論はベルギー独立問題を中心に、それと前後した比較的短期間の諸事象に焦点をあて、ウィーン
体制という大きな枠組みの中で、ニコライ一世が主導するロシアの外交政策の決定過程を自ら発掘し
た一次史料を駆使して詳述した。先行研究によって導き出されていた諸理論を援用しながら、ヨーロ
ッパの安定という共通の目標を他国と共有しながら、協調して行動するというロシア外交の特徴につ
いて新たな視点を提供することに成功しており、斯学の発展に寄与するところが大きい。よって本論
文の提出者は、博士（学術）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。 
 
